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Abstract

Anevaluationmethodforregionalsafetyfactor(RSF)ofvoluntaryorganizationsin
the neighborhood to supporttheirplanning and actions forearthquake disaster
prevention isproposed.TheRSF isdefined astheratio ofemergency response
potentialability(ERA)toearthquakedisasterrisk(EDR)ofeachorganization.Against
theexpectedOffMiyagiearthquakewithMw=８．０,theproposedmethodisappliedto
allofthe１，３９１organizationsinCityofSendai.Bytheevaluatedresults,varianceof
earthquakedisasterriskoverthecity-regionisclarified.Evenifsomeorganizationsare
exposedtoespeciallyhigherrisk,mostoftheirpreparednesslevelsofemergency
responsewereuniformlylow.Strategyfordisasterpreventionpromotionconsideringthe
riskdifferencesisneeded.Whenavoluntaryorganizationmakesacommunityaction
planandalocalgovernmentdecidesonaperformance-basedregionalplanningfor
earthquakedisasterprevention,thisproposedmethodwithlong-rangemonitoringis
utilized.
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１．はじめに
地域防災力は，高ければ高いほど災害に対する

一次被害の事前予防と二次被害の拡大防止に役立
つものであるが，定量的に扱われないことの方が
一般的である。地域防災力を持つ主体や災害類型
によっても，その定義や評価手法が様々である。
このような状況にあっても地域防災力を高度化

して被害を低減するためには，地域防災力の評価
が必要不可欠である。評価対象を地方自治体とし
た場合１，２）や，家庭・地域・企業とした場合３，４），地
域コミュニティとした場合５，６）について，その評
価手法の提案や評価結果が既に公開されている。
いずれもその評価結果は通常，防災カルテの形態
に加工され，リスクコミュニケーションツールの
一つとして利用される。
しかし，想定宮城県沖地震のように発生確率が

極めて高いシナリオ地震に対する地域防災力の高
度化に取り組む場合でさえ，地震発生までの限ら
れた時間と予算の制約条件のもと，被害が想定さ
れるすべての地域について，一様に高い地域防災
力を備えることは理想であっても容易ではないこ
とを，筆者らは住民アンケート調査７，８）により確
認している。
そこで，町内会等の地縁組織を基盤とした自主

防災組織が，主体的にコミュニティ防災計画を立
案し，地域防災力を限られた時間と予算で計画的
に高度化していこうとする場合に，その目標設定
や定期的なモニタリングによる達成度評価が可能
な地域防災力の評価手法を提案することが本研究
の目的である。あわせて，提案手法を仙台市内に
おけるすべての自主防災組織に適用した評価結果
を示す。

２．地域防災力評価の提案手法
２．１ 地域防災力の定義
ある自主防災組織iの，平常時における任意の

評価時点kの地域防災力RSF（i，k）を次式で定義
する。

ERA（i，k）
RSF（i，k）=――――― （１）

EDR（i，k）

ここで，EDR（i，k）は，ある自主防災組織iが立
地する地域の，任意の評価時点kにおける地震災
害リスクであり，最大値に対して場所によって異
なる相対量として後述する式（２）により定義され
る。また，ERA（i，k）は，ある自主防災組織iが任
意の評価時点kにおいて持つ地震災害対応力であ
り，最高点に対して組織の緊急対応への備えの状
況によって異なる相対量として後述する式（３）に
より定義される。地震災害リスクと地震災害対応
力は直交する独立な指標として扱われる。
式（１）に示す２つの指標の比の意味は次のよう

に解釈することができる。地震災害リスクは，地
震外力（ハザード）と地域社会の脆弱性（バルネ
ラビリティ）の積であり，また，脆弱性は地震災
害に対して地域が持つ災害抵抗力の逆数と考える
ことができる。従って，式（１）は，ある地域で想
定される地震外力（ハザード）に対して，事前の
災害抵抗力と緊急の災害対応力の積としての地震
への備えの程度と解釈することができる。

２．２ 地震災害リスクの定義
ある自主防災組織iが立地する地域の，平常時に

おける任意の評価時点kの地震災害リスクEDR（i，k）
を次式で定義する。

p

EDR（i，k）＝ ・w（m）×１００（２）

ここで，i：自主防災組織番号，k：評価時点番
号，m：地震災害リスクの要素番号，M：地震災
害リスクの要素数，r（i，k，m）：自主防災組織iが立
地する地域の評価時点kにおける，地震災害リス

∑
M

m＝１［兼
牽
験

r（i，k，m）
――――
r（m）max

券
犬
鹸 ］
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クの要素mに関する想定被害率，r（m）max：初期評
価時点（k＝１）における，地震災害リスクの要素
mに関する想定被害率の地域内最大値，p：災害抵
抗力高度化の戦略係数，w（m）：地震災害リスクの
要素mに関する総和が１となる重み係数である。
式（２）により評価される地震災害リスクは，シ

ナリオ地震に対して地方自治体が実施する被害想
定調査の想定被害率に基づいて評価されるため，
自然のハザードとしての地震動強さと社会の脆弱
性の双方が場所ごとに考慮される。地震動強さが
相対的に強い地域であっても，社会の脆弱性の改
善を通じて，想定被害率は必ずしも高い数値とは
ならないため，地震災害リスクも高くはならない
評価結果を生む。シナリオ地震による地域ごとの
想定地震動が，いかなる評価時点kにおいても変
わらないとすれば，地震災害リスクの低下は，社
会の脆弱性が改善され，地震災害に対して地域が
持つ災害抵抗力が高度化したことを意味する。

２．３ 地震災害対応力の定義
ある自主防災組織iが任意の評価時点kにおい

て緊急対応が要求される場合の地震災害対応力
ERA（i，k）を次式で定義する。

q

ERA（i，k）＝ ・w（n）×１００（３）

ここで，i：自主防災組織番号，k：評価時点番
号，n：地震災害対応力の要素番号，N：地震災害
対応力の要素数，a（i，k，n）：自主防災組織iが評価
時点kにおいて実施済みの，地震災害対応力の要
素nに関する備えの項目数，a（n）max：地震災害対応
力の要素nに関する備えの項目の総数，q：災害対
応力高度化の戦略係数，w（n）：地震災害対応力の
要素nに関する総和が１となる重み係数である。
また，地震災害対応力の要素nは，高梨（２０００）９）

による地域防災力発揮のための４要素として，防災
知識，防災技能，防災資源，防災組織を採用する。
式（３）により評価される地震災害対応力は，自

主防災組織が災害発生直後から円滑，かつ組織的
に活動することにより，被害の拡大防止，二次被
害の軽減が可能となるような組織が持つ緊急事態

∑
N

n＝１［兼
牽
験

券
犬
鹸

a（i，k，n）
――――
a（n）max ］

対応能力と位置づけることができる。
地震災害リスクが相対的に高い地域にあって

は，災害発生直後における自主防災組織に対する
救援ニーズが高いことを容易に推測できることか
ら，救援ニーズの高さに応じた地震災害対応力を
事前に備えておく必要性があることに加えて，救
援ニーズを事前に減少させるためには，災害予防
による地震災害リスクの低減がさらに重要である
と考える。

２．４ 地域防災力の格付け
地域防災力の評価結果をコミュニティ防災計画

の立案や地域防災力のモニタリングに利活用する
ことを考えた場合，地域防災力高度化の目標設定
を容易にするために地域防災力の格付けを表１の
ように設けた。

地域防災力の格付けの手法については，建築物
総合環境性能評価システム（Comprehensive
AssessmentSystem forBuilding Environment

Efficiency:CASBEE）１０，１１）におけるBEE（Building
EnvironmentalEfficiency）による環境格付けを参
考にし，具体的な格付け条件については，後述す
る条件設定を独自に考えた。
地域防災力の評価例とその表現を，EDRが３７，
ERAが８０とした場合で図１に示す。地域防災力
の格付けは，自主防災組織ごとに個別のコミュニ
ティ防災計画の立案に利活用できるばかりでな
く，防災行政担当者にとっては自主防災組織群で
構成される都市の性能規定型の防災まちづくりに
も利活用することができる。
地域防災力の格付け条件の設定方法について

３８９

表１ 地域防災力の格付け

格付け条件ランク
０．０≦RSF＜０．５D
０．５≦RSF＜１．０C
１．０≦RSP＜２．０
２．０≦RSF かつ ０≦ERA＜４０B

２．０≦RSP＜５．０ かつ ４０≦ERA
５．０≦RSP かつ ４０≦ERA＜６０A

５．０≦RSP かつ ６０≦ERAS
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は，ランクをSからDの５段階とした場合，はじ
めに中間ランクのBの領域設定を行った。仮に
ERAを最高の１００ポイントに備えたとしてもEDR
が５０（地震災害リスクの相対量が半分）以上のコ
ミュニティにおいては，RSFのランクは中間ラン
クのB止まりにしており，さらなる地域防災力の
高度化のためにはEDRの改善が必須であり，事
前の脆弱性改善を誘引するように設定した。ま
た，すべてのコミュニティがERAを最高の１００ポ
イントに備えることで，ランクB以上となるよう
にランクBとランクCの境界をRSF＝１として設
定した。次に，ランクCとランクDの境界につい
ては，ランクAとランクBの境界の定義式に対し
て逆関数とした。さらに，ランクAとランクSの
境界については，ERAを最高の１００ポイントに備
えた場合のEDRの最大を２０（地震災害リスクの相
対量が２０％）として設定した。なお，AランクとS
ランクのERAに関する付帯条件は，シナリオ地
震に対するEDRがたとえ相対的に低くても，不
確定な想定地震等に対して最低限組織として備え
るべきERAとして主観的に設定した。

２．５ 地域防災力の高度化倍率の定義
ある自主防災組織iの任意の評価時点k（＝２，３，…）

における地域防災力の直前評価時点k－１に対す
る比を逐次高度化倍率α（i，k）と定義し，同様に
評価時点k（＝２，３，…）における地域防災力の初期
評価時点k＝１に対する比を総高度化倍率β（i，k）
として，それぞれ次式で定義する。

RSP（i，k）
α（i，k）＝――――――×１００ （４）

RSP（i，k－１）
RSP（i，k）

β（i，k）＝―――――×１００ （５）
RSP（i，１）

ここで，地域防災力の高度化倍率が大きいほど
地域コミュニティが地震災害に対して持つ抵抗力
と対応力の高度化が一定期間の中で実現されたこ
とを意味する。
また，自然のハザードとしての地震動強さがい

かなる評価時点kにおいて変わらない場合であっ
ても，地域の脆弱性の増大による地震災害リスク
の増加，言い換えれば地域コミュニティが地震災
害に対して持つ抵抗力の低下，あるいは組織の衰
退などによる対応力の低下により，地域防災力の
高度化倍率は１００％を下回る場合も起こりうる。
重要なことは，地域防災力を定期的に再評価

し，地域防災力高度化の達成度評価とコミュニ
ティ防災計画の見直しを行うことにより，地域コ
ミュニティが主体的，かつ計画的に地域防災力を
高度化していくことであると考える。
さらに，地震災害リスクが相対的に高い地域に

立地する地域コミュニティほど，一定時間，一定
予算のもとでの地域防災力の高度化倍率が高けれ
ば，場所によって異なる地震災害リスクの格差が
是正された防災都市の実現に貢献すると考える。
ただし，高度化倍率の指標としての有効性につい
ては，その検証を含めて今後の課題となる。

３．地震災害リスク評価の仙台市への適用
３．１ 適用条件
地震災害リスク評価の仙台市への適用にあた

り，以下のような適用条件とした。
地震災害リスクの要素mは，地方自治体によ

る地震被害想定調査項目のうち，木造建物の全半
壊率，家具の転倒率，石塀・ブロック塀の倒壊率，
死傷率の４項目により構成する。これらの要素の
うち，死傷率以外の３つの要素は，コミュニティ
防災計画に基づいた脆弱性改善計画において，自
主防災組織や地域住民が直接的に関与可能な項目
のうち主要なものとして選定した。また，死傷率

３９０

図１ 地域防災力の評価例とその表現
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は，他の要素と従属関係にあるが，死傷要因別に
累積加算された人的被害の予測手法が確立されて
いない現状においても，ユーザーである自主防災
組織や地域住民にとって，人的被害に関するリス
ク認知とリスク低減は最重要であるため，地震災
害リスクの要素の一つとして採用した。
さらに，本論における評価時点はk＝１（初期）

として，第３次宮城県地震被害想定調査時点をそ
れにあてる。想定被害率は５００mメッシュで評価
された想定宮城県沖地震連動モデル（Mw＝８．０）
を対象地震とした被害想定調査結果を町丁字単位
に加工した数値を地震災害リスクの要素ごとに採
用する。ここで，宮城県で想定されている複数の
シナリオ地震のうち，宮城県沖地震の発生確率１２）

が極めて高く，他のシナリオ地震よりも対策の緊
急性が高いことから，シナリオ地震として想定宮
城県沖地震を採用した。
災害抵抗力高度化の戦略係数pは０．５と１．０の場合

について，地震災害リスクの変動を検討する。リ
スク要素mの重み係数w（m）については，リスク要
素相互に相関があるために単純な取り扱いでは不
十分ではあるが，ここでは一律に０．２５とする。

３．２ 評価結果
（１）第３次宮城県地震被害想定調査結果の概要
地震災害リスクの評価は，第３次宮城県地震被

害想定調査結果に基づいているが，評価に先立っ
て，被害想定結果のうち想定震度の空間分布を示
す。想定宮城県沖地震連動モデル（Mw＝８．０）の
想定震度分布図を図２に示し１３），市区ごとの想定
震度の暴露人口率を表２に示す。なお，対象とし
た４市は，宮城県内における代表的な中核都市で
あることに加えて，空間的な位置のバランスを考
慮して選定した。
宮城県東部に位置する石巻市とその周辺市町村

において，震度６強が予測されている。石巻市の
震度６強以上の暴露人口率は３７％となっている。
また，宮城県北部に位置する古川市，および仙台
市東部の宮城野区と若林区のほぼ全域で震度６弱
となっている。その一方で，宮城県南部に位置
し，震源距離が大きい白石市では震度５強程度が

予測され，宮城県内における自然のハザードとし
ての地震動強さが場所によって大きく異なってい
ることがわかる。

（２）地震災害リスクの都市間格差
地震災害リスクの要素ごとに各２５ポイントを最

大値，計１００ポイントを最大値として，町丁字ご
とに相対評価された値が，場所によって異なる自
主防災組織iが立地する地域ごとの地震災害リス
クとなる。
災害抵抗力高度化の戦略係数pによる地震災害

３９１

表２ 宮城県市区別の震度暴露人口率（％）

震度階級
６強以上６弱５強以下

１．０８２．５１６．５仙台市
０．０７９．１２０．９青葉区
４．７９３．９１．４宮城野区
１．１９１．４７．５若林区
０．０８３．２１６．８太白区
０．０６９．４３０．６泉区
３７．０５４．５８．５石巻市
２．２９７．８０．０古川市
０．００．０１００．０白石市

図２ 想定宮城県沖地震連動モデルの想定震度
分布図
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リスクについて，２０ポイント刻みの相対度数分布
を，仙台市に加えて宮城県内の石巻市，古川市，
白石市について，図３（a）～図３（h）に示す。想
定宮城県沖地震連動モデルをシナリオ地震とした
場合の地震災害リスクの都市間格差が明瞭に示さ
れている。４市を比較すると，石巻市内に立地す
る自主防災組織の地震災害リスクが相対的に高い
一方，震源距離が大きい白石市については全ての
地域で地震災害リスクが２０ポイント未満である。
また，仙台市や古川市のp＝１．０の相対度数分

布によれば，ほぼ１００％に近い自主防災組織につ
いて，地震災害リスクの低減がなくても地震災害
対応力だけを高度化することによってRSP≧２．０

となり，地域防災力の格付けがランクAに到達で
きることになる。p＝０．５とした場合，地震災害
リスクの相対度数分布がハイリスク側にシフト
し，格付けランクAに到達するためには，地震災
害対応力の高度化に加えて，地震災害リスクの低
減が必須となる自主防災組織数が増加する。
このように災害抵抗力高度化の戦略係数pは，

地方自治体の首長や防災行政担当者が自主防災組
織群で構成される都市の防災性能を決定するにあ
たり，任意に設定することが可能である。なお，
地震災害リスクを相対評価する際に，累積相対度
数の評価値の採用も考えられるが，自主防災組織
数の追加がある場合，既存の自主防災組織が何も
しなくても追加された自主防災組織の影響により
地域防災力の評価結果が変動してしまうことか
ら，評価対象となる自主防災組織数が固定値でな
い場合，評価値の採用は地域防災力のモニタリン
グに対して混乱をきたす要因となることに注意が
必要である。
以降，災害抵抗力高度化の戦略係数は，１９７８年

宮城県沖地震による実被害の被災域における空間
分布との整合性等を考慮し，設定の一例として
p＝０．５を採用した場合について本論を展開する。

（３）地震災害リスクの市域内格差
地震災害リスクの都市間格差に加えて，市域内

格差を明らかにするために，仙台市の地震災害リ
スクについて，２０ポイント刻みの相対度数分布を
区ごとに図４に示す。青葉区や泉区では，８割を
超える自主防災組織の地震災害リスクの値が４０ポ
イント未満である一方，４０ポイント以上の自主防
災組織が宮城野区で約７割，若林区で８割以上も
存在しており，場所によって異なる地震災害リス
クの市域内格差を認識することができる。以降の
図表中において，青葉区，宮城野区，若林区，太
白区，泉区をAOB，MYG，WKB，THK，IZMと
略記する。
また，地震災害リスクが４０ポイント未満，４０ポ

イント以上となる地域に立地する各区の自主防災
組織が仙台市全体に占める割合を図５に示す。４０
ポイント未満となる自主防災組織の約４割を青葉

３９２

図３ 戦略係数pによる地震災害リスクの変動
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区が占める一方，４０ポイント以上となる自主防災
組織の約３分の２は若林区と宮城野区により占め
られる。このことからも地震災害リスクの市域内
格差が明瞭であり，地震災害のような自然災害に
対する地域防災力の高度化を考える場合，地域社
会の特性を考慮しない均質な施策を展開するだけ
では，自然環境の違いに基づいた地震災害リスク
の格差は保持されたままであり，格差の是正は図
れないことが示唆される。

４．地震災害対応力評価の仙台市への適用
４．１ 調査概要
本論で提案する地震災害対応力評価の適用対象

については，多様なリスク水準をカバーしている
ことに加えて，自主防災組織の性格や設置状況に
は市ごとに大きな差があることから，今回は仙台
市５区に限ることとした。
また，式（３）中における自主防災組織が実施し

ている地震災害対応力の要素nに関する備えの
データセットを構築するために，地域防災力発揮
のための４要素に分類され，全３２問で構成される
地震災害対応力チェックシートを開発した。
チェックシートの開発にあたっては，以下に示す
４つの前提条件を考えた。
① 自主防災組織としての地震の備えに関するほ

ぼ全ての領域をカバーすること。
② 適切な尺度を持つものとして，項目の難易度

に応じて実施率に幅が生じること。
③ 回答者となる町内会長等にとって，過度な専

門性を要求せずに回答可能な簡明なもの。
④ 回答者に過度な負担とならい設問数とする。
チェックシートのプロトタイプの設計段階で

は，自主防災組織の活動レベル１４）として５段階を
設け，既存資料の精査により各レベルに相応した
設問を配置した。活動レベルの設定を表３に示
す。その後，複数の自主防災組織に対する試行調
査と防災行政担当者との意見交換を実施すること
により，回答者と利用者の両サイドからプロトタ
イプに対する一次評価が行われ，評価結果を
フィードバックして改良された最終形が付表に示

３９３

表３ 自主防災組織の活動レベルの設定

具体的な活動レベル
防災組織ができて，役割分担が決めら
れた程度の活動レベル１

行政主導の防災関連活動に参加する程
度の活動レベル２

自主的に地域の現状を調査し，問題点
を明らかにする程度の活動レベル３

レベル３より高度な調査を行い，かつ
継続的な活動を行っているレベル４

自主的に地域の改善計画を立案し，達
成度の確認や計画の見直しができる活
動レベル

５

図４ 地震災害リスクの相対度数分布（p＝０．５）

図５ 地震災害リスクの市域内格差
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されたチェックシートである。なお，チェック
シートの設問は，自主防災組織の主な活動項目を
網羅したものであり，人数や回数，物資数等の要
件は含まれていない。
チェックシートの配布・回収の状況を表４に示

す。配布時期は２００７年７月，翌月末を回収期限と
した。配布・回収の方法は，仙台市消防局と各町
内会長との間で郵送による方法を採用した。回収
率は６９．５％，回収したチェックシートの９５．１％が
有効回答であった。
地震災害対応力の要素nの重み係数w（n）を一

律に０．２５とした場合，各自主防災組織のチェック
シートの回答に応じて，防災知識，防災技能，防
災資源，防災組織の要素ごとの最高点が各２５ポイ
ント，計１００ポイントとして地震災害対応力が相
対評価される。

４．２ 調査結果
チェックシートの個別の設問について，自主防

災組織による実施回答率が最も高かったチェック
項目は，レベル１の設問の中の「町内会や自治会
としての一時避難場所を決めている（７９．６％）」で
あった一方，実施回答率が最も低かったチェック
項目は，レベル５の設問の中の「町内会内や近隣
にある開業医や病院と連携した防災訓練を行って
いる（１．９％）」であった。
レベル１からレベル５までの活動レベルごとの

平均実施回答率を行政区ごとに図６に示す。
仙台市の全体平均として，レベル１で５５．８％，

レベル５で８．８％と，活動レベルが高度になるほ
ど活動の実施回答率が低下していることを確認で
きる。よって，チェックシートのレベルごとに配

置した設問の難易度について，相応の妥当性があ
ると考える。
また，レベルごとに実施回答率を行政区間で比

較しても顕著な差は見受けられない。

４．３ 地震災害対応力の評価結果
地震災害対応力の要素ごとの平均得点を行政区

ごとに図７に示す。４要素の中では，防災組織に
関する備えの状況が最も低い結果となったが，い
ずれの要素とも２５ポイントを最高点とし，５ポイ
ント前後である。また，地震災害対応力の要素ご
との分散を表５に示す。同一要素でみた行政区間
のばらつきよりも，同一行政区でみた要素間のば
らつきの方が極めて大きいことがわかった。
地震災害対応力の要素ごとの得点を同じ重みで

足し合わせた総合得点ポイントが，自主防災組織
ごとの備えの状況によって異なる地震災害対応力
となる。仙台市全体の地震災害対応力の平均ポイ
ントは，１００ポイントを最高点として，２２ポイン
ト程度となった。

３９４

図６ 活動レベルごとの実施回答率

表４ チェックシートの配布・回数

有効率
C/B（％）

有効数
C

回収率
B/A（％）

回収数
B

配布数
A

区

９６．４３２２６５．１３３４５１３青 葉 区
９３．４１４２７０．７１５２２１５宮城野区
１００．０１２１６６．９１２１１８１若 林 区
９４．７１９７７６．５２０８２７２太 白 区
９０．８１３８７２．４１５２２１０泉 区
９５．１９２０６９．５９６７１，３９１仙 台 市
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次に，災害対応力高度化の戦略係数qによる地震
災害対応力の相対度数分布に関する検討結果を，
仙台市について図８に示す。q＝２．０とした場合，
約８割の自主防災組織の地震災害対応力が２０ポイ
ント未満となるが，p＝１．０とした場合，地震災害
対応力の相対度数分布がハイスコア側にシフトす
る。災害対応力高度化の戦略係数qについても，災
害抵抗力高度化の戦略係数pと同様に，地方自治
体の首長や防災行政担当者が自主防災組織群で構
成される都市の防災性能を決定するにあたり，
チェックシートの設問の難易度と照らし合わせな
がら任意に設定することが可能である。
以降，災害対応力高度化の戦略係数は，q＝

１．０を採用することとし，本論を展開する。
さらに，行政区ごとに２０ポイント刻みの地震災

害対応力の相対度数分布を図９に示す。仙台市全
体で約８割の町内会の地震災害対応力が４０ポイン

ト未満である一方で，８０ポイント以上の自主防災
組織は７組織にとどまり，全体の１％に満たな
い。また，宮城野区，若林区が多少ハイスコア側
にシフトしているが，行政区間で顕著な差は見受
けられない。
地震災害対応力が４０ポイント未満，または４０ポ

イント以上となる各区の自主防災組織が仙台市全
体の組織に占める割合を図１０に示す。図５におい
て示された地震災害リスクの市域内格差に調和し
た地震災害対応力の備えが実現できていないこと
がわかる。

３９５

図８ 戦略係数qによる地震災害対応力の変動

図９ 地震災害対応力の相対度数分布（q＝１．０）

図７ 地震災害対応力の要素ごとの平均得点

表５ 地震災害対応力の要素ごとの分散

防災組織防災資源防災技能防災知識区
１４．１５６．８１７．０２８．９青 葉 区
１８．７６１．６２２．３４３．６宮城野区
１７．５４９．４１６．３３８．２若 林 区
２１．１６８．４１６．１４４．４太 白 区
１３．８７６．２１８．０３２．０泉 区
１７．２６３．４１８．２３７．１仙 台 市
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５．仙台市に対する地域防災力評価の適用
各自主防災組織の地震災害対応力と各自主防災

組織が立地する代表的な町丁字の地震災害リスク
により，自主防災組織が地震災害に対して持つ地
域防災力を評価することができる。仙台市全域に
対する評価結果を図１１に示し，格付けランク別の
相対度数分布を行政区ごとに図１２に示す。この時
の各戦略係数はp＝０．５，q＝１．０である。図１１の

分布状況により，行政区ごとの相関係数rは，
－０．２１５～＋０．１０５であり，仙台市全体の相関係数
も＋０．０２８となっていることから，地震災害リス
クと地震災害対応力の間の相関が全体としてない
ことを確認することができる。
また，図１２（f）より，最低格付けであるランク

Dに位置する自主防災組織が仙台市全体の約半数
を占めている一方で，最高格付けのランクSに到
達している自主防災組織は，９２０組織中わずか１
組織にすぎないことがわかった。
さらに，地域防災力の格付けがC以下，または
B以上となる各区の自主防災組織が仙台市全体の
組織に占める割合を図１３に示す。地震災害リスク
が相対的に高い若林区や宮城野区に立地する自主
防災組織がランクB以上に占める割合は，仙台市
全体の約２割程度に留まっていることがわかる。

３９６

図１１ 地域防災力の評価結果（p＝０．５，q＝１．０）

図１０ 地震災害対応力の市域内格差

図１２ 地域防災力ランクの相対度数分布
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６．まとめ
町内会等の地縁組織を基盤とした自主防災組織

が，主体的にコミュニティ防災計画を立案し，地
震災害リスクの格差の是正に向けて当該地域の地
域防災力を計画的に高度化していこうとする場合
に，目標設定や定期的なモニタリングによる達成
度評価が可能な地域防災力の評価手法を提案し
た。
本提案手法による地域防災力の格付けとその継

続的モニタリングは，個別の自主防災組織のコ
ミュニティ防災計画に基づいた地域防災力の高度
化を支援するばかりでなく，都市全体の性能規定
型の防災まちづくりに際しても有益な計画ツール
となる可能性も高いと考える。
さらに，本提案手法の仙台市への適用結果によ

り，以下のような知見を得た。
① 地震災害対応力チェックシートの集計結果に

より，レベル１からレベル５までの活動レベ
ルごとの平均実施率は，レベル１で５５．８％，
レベル５で８．８％と，活動レベルが高度にな
るほど，組織の実施率が低下していることが
確認できた。地震災害対応力チェックシート
のレベルごとに配置された設問の難易度に関
して，相応の妥当性を確認することができた。

② 地震災害対応力チェックシートを用いた地震
災害対応力の評価結果について，仙台市全体
で約８割の自主防災組織の地震災害対応力が
１００ポイントを最高点として，４０ポイント未満
である一方で，８０ポイント以上の自主防災組
織は７組織にとどまり，全体の１％に満たな
いことがわかった。また，地震災害対応力の
行政区間での顕著な差は見られなかった。

③ 第３次宮城県沖地震被害想定調査結果に基づ
いた，場所によって異なる自主防災組織ごと
の地震災害リスクの評価結果について，仙台
市全体で約６割の自主防災組織の地震災害リ
スクが，最大値１００ポイントに対して４０ポイン
ト未満である一方，４０ポイント以上の自主防
災組織が宮城野区で約７割，若林区で８割以
上も存在しており，場所によって異なる地震
災害リスクの市域内格差が大きいことがわ
かった。

④ 地震災害対応力と地震災害リスクの２つの指
標を用いた地域防災力評価結果について，最
低格付けであるランクDに位置する自主防災
組織が仙台市全体の約半数を占めている一方
で，最高格付けのランクSに到達している自
主防災組織はわずか１組織である評価結果を
得た。

以上のような結果をふまえ，本提案手法の特徴
として，従来型の災害発生直後対応のための備え
としての，いわゆるソフト対策の促進をはかるだ
けでなく，地震災害リスクの低減のためのハード
対策を誘引する機能を持つことを改めて指摘した
い。その機能を発揮するためには，地域防災力の
定期的な再評価を自主防災組織が主体的に実施す
ることが必要不可欠であると同時に，継続的モニ
タリングを支援するためのシステム開発も求めら
れる。
本論で提案した地域防災力の評価結果に基づい

て，コミュニティごとの社会現況データや，評価
要素ごとのレーダーチャート等を整理した防災カ
ルテの作成をはじめとし，ERAやEDRの改善効
果の視覚化，戦略係数p，qの合理的な設定方法
など，コミュニティ防災計画づくり支援のために
有効なリスクコミュニケーションツールとして今
後取り組むべき残された課題については，稿を改
めて検討したい。

注 記
本論において用いた市町村名のうち，石巻市と

古川市については，平成１６年度末時点の第３次宮
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図１３ 地域防災力の市域内格差
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城県地震被害想定調査時期における市町村であ
り，市町村合併後の現在の石巻市（平成１７年４月
１日合併），および大崎市（平成１８年３月３１日合
併）ではない。
また，本論中の仙台市への適用における「自主

防災組織」とは，付表のチェックリストの回答が
有効であった単位町内会，単位自治会の全てを
「自主防災組織」と称して扱った。その理由は，た
とえ自主防災組織が設立されていない場合であっ
ても，町内会や自治会の常置専門部会の一つとし
て防災部等の名称で自主防災組織に準じた活動を
現に展開していることが多いことからである。
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付表 地震災害対応力チェックシート

■レベル１（各１点）
要素防災組織ができて，役割分担が決められた程度の活動レベル
組織・自主防災組織や防災部など，地震防災のための組織がある
組織・防災組織の各専門班の役割分担と担当者を決めている
組織・防災組織の災害対策本部を設置する場所を決めている
組織・町内会や自治会としての一時避難場所を決めている
組織・一時避難所や指定避難所への主要な避難経路を決めている
組織・平常時において，防災組織としての活動を定期的に行っている

■レベル２（各２点）
要素行政主導の防災関連活動に参加する程度の活動レベル
技能・市区町村や消防署が主催する防災訓練に組織として定期的に参加している
知識・防災講演会や防災セミナーなどに組織の主要なメンバーを派遣している
技能・消防や日赤が主催する応急救護の研修に組織の主要なメンバーを派遣している
知識・防災関連の情報を組織から各世帯に対して定期的に発信している
組織・組織として災害発生時の対応マニュアルが作成されている
知識・地域内の危険箇所を調査した防災マップがある

■レベル３（各３点）
要素自主的に地域の現状を調査し，問題点を明らかにする程度の活動レベル
知識・県や市の地震被害想定調査における町内会を含む周辺の被害程度を把握している
知識・地域内の危険箇所を調査した防災マップを全世帯に配付している
資源・初期消火用資機材が町内会内のどこにどれだけあるのかを調査している
資源・断水時に利用できる飲用水や雑用水がどこにどれだけあるのかを調査している
技能・電気やガス等のエネルギー供給が停止した状態を想定した防災訓練を行っている
組織・防災組織は，夜間と昼間の２本立ての体制作りができている

■レベル４（各４点）
要素レベル３より高度な調査を行い，かつ継続的な活動を行なっているレベル
組織・災害時要援護者を把握してリストを作成している
資源・ジャッキやバールなどの救助用資機材が町内会内のどこにどれだけあるのかを調査している
資源・応急手当のための救護用品が町内会内のどこにどれだけあるのかを調査している
資源・組織が持っている防災資機材や器具類を定期的に点検している
技能・看護師経験者や無線従事者など災害時に役に立つ町内会内の人材を調査している
組織・地域内の危険箇所を調査した防災マップを定期的に更新している

■レベル５（各５点）
要素自主的に地域の改善計画を立案し，達成度の確認や計画の見直しができる活動レベル
組織・町内会内や近隣にある開業医や病院と災害時の直後対応について協議している
技能・町内会内や近隣にある開業医や病院と連携した防災訓練を行っている
知識・近隣や遠隔の別の防災組織との情報交換を行っている
組織・近隣や遠隔の別の防災組織との応援協定ができている
組織・町内会内や近隣にある事業所や企業と災害時の直後対応について協議している
組織・町内会としての地震防災計画（被害を減らすための改善計画）を作成している
組織・町内会としての地震防災計画を全世帯に配付している
組織・町内会としての地震防災計画の定期的な見直しや達成度のチェックを行っている


